

第１章　公契約の位置づけと入札改革

　地方自治体が公共調達のなかで公正労働条項を採用する動きは、徐々に全国に広まりつつある。野田市による公契約条例の制定をその嚆矢に、政令指定都市の川崎市や札幌市などがそれに続く状況である。とはいえ、地方自治体は法令の範囲内で行政活動を行うのであるから、公契約への取り組みは公共調達に関する法令との整合性が問われる。そこで、本章は、公契約を入札制度の諸原則とどのように関係づけるか、また、どのように制度化するかという問題について考察する。

　なお、本章における記述は、通説や多数説における理解を概観しつつ、その反対説も併せて紹介することで、実務におけるさまざまな判断に資することを目指すものである。

　　1.　公契約の公共調達制度における位置づけと論点

(１)　公契約概念

　公契約の概念は往々にして混乱を招くことがある。それは、行政法学・財政法学における、「公共契約｣(１)、「公法契約｣(２)などといった概念と、その語感が類似していることにその一因があるとも思われる。

　公契約という名称は、ＩＬＯ94号条約（C94 Labour Clauses（Public Contracts）Convention, 1949）に由来する。すなわち、“Public Contracts”の訳出が「公契約」である。そして、公契約の定義とは、「一方において政府などの公的機関が契約当事者となり、他方においてこの契約を履行するために他方当事者が労働者の雇用を必要とする一定範囲の契約」を意味するとされる(３)。そして、公契約のなかには「労働条項」を盛り込むことが求められ、この労働条項こそが「公契約の履行のために雇用される労働者に対して、当該労働がなされる地域において労働協約、仲裁裁定または法令によって定められた賃金等労働条件に優るとも劣らないものを確保すべき旨の条項」だという(４)。つまり、「公契約」のなかに「労働条項」が含まれることで、ようやく一般的に公契約と理解される「公共工事等に従事する労働者の適正な労働条件を契約事項とする契約｣(５)に相当することになる。

　なお、参考までにＩＬＯ94号条約における公契約の定義を付しておく(６)。

　　【公契約における労働条項に関する条約（第94号）】

　　第１条（公契約の定義に相当：筆者補注）

　　１　この条約は、次の条件を充す契約に適用する。

　　　(ａ)　契約の当事者の少くとも一方は公の機関であること。

　　　(ｂ)　契約の履行は次のものを伴うこと。

　　　　　(ⅰ)　公の機関による資金の支出　及び

　　　　　(ⅱ)　契約の他方当事者による労働者の使用

　　　(ｃ)　契約は次のものに対する契約であること。

　　　　　(ｉ)　土木工事の建設、変更、修理若しくは解体

　　　　　(ⅱ)　材料、補給品若しくは装置の製作、組立、取扱若しくは発送　又は

　　　　　(ⅲ)　労務の遂行若しくは提供　並びに

　　　(ｄ)　契約は条約が実施される国際労働機関の加盟国の中央機関により査定されること。

　　第２条（労働条項の定義に相当：筆者補注）

　　１　この条約の適用をうける契約は、当該労働が行われる地方において関係ある職業又は産業における同一性質の労働に対し次のものにより定められているものに劣らない有利な賃金（手当を含む。）、労働時間その他の労働条件を関係労働者に確保する条項を包含しなければならない。

　　　(ａ)　関係ある職業又は産業における使用者及び労働者の大部分を夫々代表する使用者団体及び労働者団体の代表者間の労働協約その他の承認された交渉機関により、

　　　(ｂ)　仲裁裁定により、又は

　　　(ｃ)　国内の法令又は規則により　（引用ここまで）

(２)　入札の基本原則

　公契約は、地方自治体の契約制度のなかに位置づけられることはいうまでもない。そして、公契約は財政支出を伴うものであるから、法令による厳格な規律を受ける。すなわち、契約制度は会計制度の一環であるため、次のような原則が適用される(７)。

　✓　正確厳正の原則：公益性のゆえに、正確厳正な執行が要請される。

　✓　公正の原則：住民全般の利益のために公正に行われることが要請される。この原則に立脚するものとして一般競争入札を原則とすることがある。

　以上のほか、財政支出は、租税その他による国民・住民の貴重な財源をもって充てられるものであるから、効率的予算の執行、すなわち経済性の原則が要請され、これらの諸原則との調和を図る必要があるともする(８)。

　また、別の論者は、地方自治体による公契約を含む「公共契約」の締結にあたっては、経済性原則と公正性原則を基本とし、これらの実現のために競争性原則があるほか、公正性原則を担保する派生原則として、対等性の確保、透明性原則を挙げる(９)。

　✓　経済性原則：政府を支える納税者の利益を重視し、歳出予算を有効に使用することが必要である(10)。この原則は、最少経費最大効果原則(11)（地方財政法４条１項、地方自治法２条14項）に反映される。

　✓　公正性原則：契約の締結にあたっては公正であることが必要である。この公正には、「契約は、国民全般の利益のために公正でなければならない」という要請と、「公共部門と契約を締結しようとする者（競争者）相互間の公平を達成するための公正性の確保」の要請が含まれる。

　✓　競争性原則：経済性原則と公正性原則の実現のためには競争性の確保が重視される。

　✓　対等性の確保（競争条件対等原則）：発注者たる公共部門と受注者たる民間部門には力の格差があるため、民間部門は発注者の求めに応じざるをえないことがある。そこで、競争では公共部門と事業者は対等である必要がある。

　✓　透明性原則：「外部からの監視可能性」、すなわち透明性を重視することで公正性を確保する(12)。

(３)　公正労働条項と競争性原則の関係

　公契約を締結するにあたっても、競争性の確保は必要となるか。地方自治法が一般競争入札を公共契約の相手方選定の原則とするように、入札にあたっては競争性原則を確保することが重要である。この競争とは、どのようなものを指すのだろうか。地方自治法がそれを明示することはないが、競争政策の実現を目指した独占禁止法は、「公正且つ自由な競争」としている。そして、こうした競争は、「事業者の創意を発揮させ、事業活動を盛んにし、雇傭及び国民実所得の水準を高め、以て、一般消費者の利益を確保するとともに、国民経済の民主的で健全な発達を促進する」（１条）のであり、競争は望ましい経済成果と民主的な経済秩序をもたらすという。

　このように、公共契約の締結にあたって競争性を確保することは、発注者である行政だけでなく、広く国民経済にもメリットをもたらす。したがって、発注者が競争秩序を歪め、その効果の発現を妨げることは適切ではない。発注者は事業者の自由な事業活動を促すことによって、価格競争や品質競争を実現する必要があるといえるだろう。したがって、公契約を結ぶ際にも競争性の確保が重要であり、これを減退させることは望ましくないといえる。

　それでは、公正労働条項を盛り込むことが求められる公契約の締結は、競争性原則に触れ、競争性が低下するといえるのだろうか。これにつき、私見ではあるが、公契約の締結は、競争性原則に反するもので競争性が低下するとまでは基本的にいえないものと解する。たしかに、事業者にとってみれば、従業員の賃金水準が発注者によって固定化されることは一定の事業活動の制約となり、事業者によっては人件費に関するコスト削減努力が反映されないとの主張がなされる可能性がある。しかし、発注者としては、入札参加者全員に従業員の賃金水準を一定額以上とするよう要請するのであるから、これは入札時の「仕様」に類するものと位置づけられるのではないか。とすれば、事業者間の競争条件としてみれば対等かつ公平であり、人件費部分以外の事項で競争を行う余地は十分に残されているのであるから、全体としてみれば、競争性原則に抵触するとまではいえないように思われる。

(４)　公正労働条項と経済性原則の関係

　公契約について、入札の原則との関係で最も問題となるのは経済性原則である。すなわち、従業員の賃金水準は最低賃金を超えれば事業者による任意の設定が許されるのであるから、本来は、従業員の賃金の犠牲をもって低い入札額による契約の締結は許されるはずである。そして、これにより、発注者である地方自治体は、財政支出が抑制されるのであるから、公正労働条項をあえて設けることは地方自治体の誘導による財政支出の増加ともいえ、最少経費最大効果に反しないかとの疑問がわく。このことから、さらには、住民が、「当該普通地方公共団体の長……について、違法若しくは不当な公金の支出、……契約の締結若しくは履行…があると認めるとき」にあたるものとして（地方自治法242条１項）、監査請求や住民訴訟の対象とする可能性もある。このようにみると、公正労働条項を経済性原則とどのように整合させるかが、実務的にも理論的にも最も課題になると思われる。

　そこで、経済性原則に関して、公正労働条項を契約制度に取り入れることへの可否をみてみよう。まず、否定的な見解として、次のようなものがある。

　「契約制度は、会計制度の一環として予算の執行についての手続を定めるものであるから、契約の実行を通じて、一定の行政目的を達しようとするような内容を含むことは契約制度の本旨にもとるものといわなければならない。また、行政目的を達するための内容を契約制度に含めたときには、契約制度上、公正性の原則を失い、経済性の原則も確保することができなくなる。｣(13)
　次に、公正労働条項のような政策目的の実現を契約制度に取り入れることについて、以下の理由を基に「必ずしも違法とは思われない」とし、消極的ながら肯定する見解として、次のようなものがある。

　「第一に、個別具体の契約について他の政策を考慮に入れることが本当に経済性・公正性を阻害するのかどうかである。そのような「おそれ」が強いものとすれば契約制度の本旨に反するといえようが、そのようなおそれが常に強いとは必ずしも断定できない。

　　第二に、仮に当該契約のうえでは対価の額が不利になるようにみえても、当該政策の実現のために別に支出を要する場合に比べてトータルなコストは節減できるのではないかという視点も忘れてはなるまい。これまでの伝統的契約観によれば、狭い意味の財・サービスに着目して経済性を判断してきた。しかし、すでにライフサイクルコスト等のトータEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ママ）),ルコ)ストに着目した経済性の追求の考え方が強くなっているのであるから、これを一歩進めて、公共契約と別に政策実現のために補助金を交付するとか規制のための出費を要する場合のトータル・コストと、公共契約に付帯的政策として盛り込んだ場合のトータル・コストとを比較する視点が考えられる。契約の対象に関する限定的契約観と包括的契約観の対立といってよい。あるいは、「経済性を判断する単位」を拡張する考え方である。

　　第三に、会計法令といえども法秩序全体のなかにおかれているのであるから、その「独立性」を主張することなく、法秩序全体に照らして許容性を検討する必要がある。

　　第四に、契約方式に関する情報が公開され透明性が確保されるならば、公正性を阻害するおそれも少ないといってよいと思われる。｣(14)
　一方、公正労働条項について積極的な論者は、次のようにこの問題を説明づける。

　「（地方自治法２条14項は、）地方自治の運営が能率的・効率的になされなければならないとする当然の心構えを確認的に規定したものにほかならず、いわば一種の訓示規定と解すべきものである。このことは、この規定が新設された1952年の地自法改正の際の国会審議において、本項のような訓示規定に明らかに違反した場合無効かとの質問に対して、「精神規定で……従ってこれに違反したから……無効ということにはならない」とする政府委員の見解が示されていること（引用文献略）からも明らかである。したがって、地方公共団体のある事務が、それに相当の経費を要することを理由に同項に違反して違法となるということは、よほどの例外的場合を別とすれば、原則としてないと考えるべきことになる。住民にとって必要不可欠の事務は、仮にその執行に多額の経費を要する場合があるとしても、地方公共団体の責務として行わなければならないことは当然のことであって、単に経費の観点だけからその要否が判断されるべきではない。……仮にそれが相当の経費の増加を伴うものであるとしても、（尼崎市公契約条例案が）住民の福祉にとって必要であるとの住民と議会の合意がなされるのであれば、（尼崎）市としては当然支出すべき負担であることはいうまでもない。」（括弧内引用者補足)(15)
　このように、経済性原則との関係は積極説から否定説まで、論者によってさまざまである。このことを別の観点からみると、公共契約の意義について、あくまでも経済的に有利な条件をもって公共工事の請負契約や売買契約を締結することのみにあるから、公正労働条項が目指す労働政策や建設政策、中小企業政策は別の次元で対応すべきものとみるか、あるいはそれらの政策を公共契約の中で併せて読み込むべきとするかの違いにある。公共契約の前者に対する見方は財務省筋をはじめとして根強く、地方自治体が、仮に後者の見解に立つのであれば、その合理性を住民に丁寧に検討する必要がある(16)。

　私見では、政策目的を公共契約に取り込むことは、地方自治体の存立目的などに照らせば、一定の合理性があるものと考える。そして、経済性原則との関係をみると、表面的な金額の多寡に注目してそこから直ちに判断するのではなく、公共調達の理念や目的であるＶＦＭ（Value For Money)(17)の向上に資するものか、あるいは少なくともＶＦＭの向上を妨げるものではないかどうかとの観点から判断すべきと思われる(18)。つまり、経済性原則を尊重しつつ、入札制度の本来の理念や目的、趣旨に照らしながら柔軟に事案に応じて考える必要があると解する。そして、私見でいう「ＶＦＭ（Value For Money）の向上に資するものか、あるいは少なくともＶＦＭの向上を妨げるものではないか」とは、公正労働条項の具体的な場面でどのように考えるべきであろうか。一案としては、工事や公共サービスの品質を向上させるためには、偏に労働者の作業の質に依存している点に注目することが考えられる。すなわち、労働者が安全に作業し、あるいはサービス品質の向上に注力するためには、ある程度の経済的な余裕のある日常生活を過ごすことが必要となる。仮に経済的に余裕のない日常生活を過ごさざるをえない状況になれば、労働者は工事案件の掛け持ちなどを行い、睡眠不足などを原因とする不注意による事故や、手抜き工事などのおそれが生じ、結果として品質の向上が達成されない可能性がある。いいかえれば、工事やサービスといったヒトの作業に依存して品質が確保される場合には、ヒトの労働力は優れたものである必要があり、そのためには一定の費用を要すると考えることはできないだろうか。このような視点からすれば、公共調達において、その目的であるＶＦＭを向上させるためには品質を向上させることが必要であり、そのためには一定のコストが増加しても合理性があるものと考えられる(19)。このようにみれば、公共調達の目的との整合性が確保され、「ＶＦＭ（Value For Money）の向上に資するものか、あるいは少なくともＶＦＭの向上を妨げるものではないか」という基準にも適合する余地はあると考える。

　　2.　労働条項の規定方法

　地方自治体は、公正労働条項に実効性をもたせるために、野田市や川崎市では条例のなかにその定めをおき、板橋区などは要綱（「板橋区指定管理者制度導入施設のモニタリング・評価に関する基本方針」、「指定管理者導入施設の指定管理料及び人件費の算定に関する細目」）のなかにおくなど、さまざまな対応を行っている。では、果たしてどのような法形式が、契約制度全体のなかに違和感なく公正労働条項を位置づけることができるのだろうか。以下でそのための考え方の整理をしてみよう。

(１)　要　綱

　要綱とは、「行政上の扱いの統一を期すために行政内部で定められる事務処理の基準ないし指針」をいう。要綱の法的性質は行政内部に対しては訓令として位置づけられるが、住民に対しては法的拘束力のない協力要請にとどまる。したがって、指導を受けた相手方はこれに逆らうことが事実上は容易ではないものの、法的義務を課されるわけではない。したがって、相手方としては、任意に従うか否かの判断をすれば足りるものとされる(20)。

　こうした要綱で公正労働条項を定めることは許されるのだろうか。たしかに、公共契約を締結する相手方に法定外の義務や負担を課すことは、法治行政の観点からは法律や条例によることなく事業者の自由を圧迫することにならないかとの批判がありうる。しかし、要綱を活用した要綱行政が「自治体が事業者にその社会的責務の自覚を促し、協力を要請する手段として発生し、実効をあげてきた」という経緯からすれば、「法定外の負担を要求する行政指導であっても、その内容が社会的に相当であり、かつその運用が強制にわたらなければ、法的に是認してもよい」ともいえ、内容の社会的相当性と任意性を充たすのであれば、要綱に公正労働条項を定めることは基本的に許容されるものと考える(21)。ただし、これに関し、「契約の手続等が要綱等によっている点は、内部法の性質を強調するときは問題ないとされそうであるが、単なる技術といえない事柄が含まれているものもみられるので、それらは最低限、規則形式によるべきであり、特に政策的な事柄は条例に格上げすべきであろう」との重要な指摘があることには留意すべきである(22)。

(２)　規　則

　規則とは、地方自治体の長がその権限に属する事務を処理するために定立する自主法であり(23)、地方自治法15条１項に根拠をもつ。公共契約では、予算の執行権限が地方自治体の長にあり（地方自治法149条２号）、「この政令及びこれに基づく総務省令に規定するものを除くほか、普通地方公共団体の財務に関し必要な事項は、規則でこれを定める」（地方自治法施行令173条の２）との規定があることから、公共契約に関する規則は長が定めることになる。公正労働条項との関係でも、長の権限に属する公共契約に関する事務を規則で定めるのであるから、そのこと自体に問題はないといえよう。

(３)　条　例

　条例とは、憲法94条によって付与された自治立法権にもとづき、地方自治体の議会が自主的に制定する法規（住民の権利・義務にかかわる一般的定め）である(24)。住民の代表である議会によって条例は制定されることから、公正労働条項を条例の形式をもって定めることは、民主的正統性に資するものとして基本的に妥当であると考える。また、公正労働条項が経済性原則と抵触しかねない問題などへの解決としても、条例によって経済性原則との調整の必要性を定めれば、議会における民主的な手続を踏まえたうえでの結論ともいえ、基本的にこの問題は解消されることになるだろう。

　では、公共契約に関する締結権限は長にあるが、条例によって契約内容やその手続を定めることはできるのだろうか。この問題を考えるにあたっては、二段階に分けて整理してみよう。

　まず、長が定める規則の内容と議会の定める条例の内容に矛盾抵触があった場合には、どのように扱われるべきだろうか（言いかえれば、条例と規則に矛盾が起きたときの優劣の問題）。これについては、法令の規定により明らかに議会または長の権限に属せしめられている事項は、それぞれ条例規定事項または規則規定事項となるが、それ以外の事項は条例と規則の競合的所管となる。そして、この場合には、それぞれの制定手続の厳格さなどから条例に優先的効力があるとみる見解(25)が有力である。

　次に、公共契約の締結権限は長にあるため、契約に関する事項は長の専権であるとして必ず規則によるべきである（すなわち、条例によることは許されない）か、あるいはいずれの形式でも許されるかである。これにつき、碓井教授は、地方自治法施行令173条の２は「最低限、規則の規範形式によらなければならないことを定める趣旨であって、条例によることを排除する趣旨（「財務事項規則主義」、「財務事項規則専管主義」）ではないと解すべきである」という(26)。たしかに、地方自治体による財政支出を住民が統制する観点からすれば、公共契約に関する事項を条例で定めることを排除する合理的な理由も特段見当たらないと思われ、条例によって定めることは基本的に許されると思われる。

　以上の議論を前提に、公正労働条項の定めは条例によるべきか、あるいは規則によるべきか。同じく碓井教授は、先の引用文に続けて、「弊害のない事項については条例によって規定することが可能であり、ことに純粋に財務目的といえない政策目的を財務事項に取り込む場合は条例による規律こそが適している」としており(27)、住民との合意形成や住民の財務統制の観点から、このように解すべきものと考える。






































































































































































(１)　「公共契約」とは、「国、地方公共団体、その他の公法人（「公共部門」又は「政府部門」という）を一方当事者とする契約で、公共部門以外の者のなす有償による工事の完成若しくは作業その他の役務の給付又は物件の納入を内容とするもの、及び、公共部門以外の者に対する公共部門による有償による物件の譲渡等若しくは役務の給付を内容とするもの」をいう（碓井光明『公共契約法精義』１頁（信山社,2005年））。


(２)　「公法契約」とは、「公法上の効果の発生を目的とする」契約をいい（安達和志「行政上の契約・協定の法的性質」芝池義一ほか編『行政法の争点』36頁（有斐閣,第三版,2004年））、例えば、報償契約や公用負担契約などがこれにあたる。


(３)　清水敏「政府調達に関する国際的規制と労働条件保護」労働法律旬報1690号６頁（2009年）。


(４)　清水・前掲(３)６頁。


(５)　川崎市「川崎市契約条例の一部改正に向けた基本的な考え方について（パブリックコメント手続用資料）」（平成22年９月１日公表）。


(６)　ＩＬＯ駐日事務所の仮訳による（http://www.ilo.org/public/japanese/region/asro/tokyo/standards/c094.htm）。


(７)　福田淳一編『平成19年 改訂版会計法精解』24頁（大蔵財務協会,2007年）。なお、同書は国の会計制度を取り上げているため、一部を地方自治体向けに改編した。また、ここに挙げた２原則のほか、同書は「統制の原則」（「国の会計は、広範な国の活動の全部門にわたる財政管理の作用を営むものであるから、一定の秩序の下に統一的に行うべきことが強く要請される」）を挙げる。


(８)　福田編・前掲(７)413頁。


(９)　碓井・前掲(１)８頁以下。


(10)　藤谷准教授は、経済性原則を「公共部門が有償調達契約の対価として支払う資金が公衆（納税者）の負託によるものであることに立脚し、公共団体は政府調達において公費の効率的な執行を図るべきことを要請する原則」と説明する（「政府調達における財政法的規律の意義」『フィナンシャル・レビュー』104号60頁（財務省財務総合政策研究所,2011年））。


(11)　最少経費最大効果原則については、地方自治が住民の責任とその負担によって運営されるものである以上、常に能率的かつ効率的に処理されなければならないという、地方自治運営の基本原則と説明される（松本英昭『新版　逐条地方自治法』58頁（学陽書房,第５次改訂版,2009年））。


(12)　正確厳正の原則と透明性の原則の差異について、藤谷准教授は、前者が会計法令による規律を正確厳正に執行することで公正性が確保されると考えるのに対して、後者は「厳正さ」が外部からの監視可能性という視点を欠いたことを問題視し、外部からの監視可能性を重視する近年の傾向に基づくものと説明する（藤谷・前掲(10)61頁）。


(13)　福田・前掲(７)414頁。


(14)　碓井・前掲(１)334頁。


(15)　晴山一穂「「尼崎市における公契約の契約制度のあり方に関する条例案」に対する意見書（2009年２月18日）」労働法律旬報1719号67頁。


(16)　私見では、公正労働条項の目的について、これを労働政策や建設政策などの一環であることのみを強調しすぎると、この問題は容易に解決されないのではないかと思われる。むしろ、個々の契約目的の実現に公正労働条項を定めることが資するかどうかの観点が重要と考える。


(17)　ＶＦＭとは、「支払われた税金に対して最も価値あるサービスを提供するということ」であり、納税者からみると、「税金の払い甲斐があるサービスを提供する」ことをいう（稲澤克祐「自治体への市場化テスト導入に関する試論」ビジネス＆アカウンティングレビュー１号51頁（2006年））。端的にいえば、いかに「お買い得」、「お値打ち」であるかを意味する（行政刷新会議公共サービス改革分科会「公共サービス改革プログラム」（2011年４月））。


(18)　これについては、水田健輔・齊藤徹史「公共調達におけるトレードオフ」『フィナンシャル・レビュー』104号182頁以下（2011年）参照。


(19)　上記の内容を別の角度からみると、工事や公共サービスの安全性や品質の確保のためには、品質のよい労働力が提供される必要があり、そのためには相応の調達コストがかかる。そして、品質のよい労働とは、一定の賃金水準以上の賃金が支払われていることがそれを担保するとみるのである。もちろん、労働力の品質は、調達の選定過程や調達後のモニタリングによって評価する必要がある。


(20)　上記の説明は、原田尚彦『新版 地方自治の法としくみ』172頁（学陽書房,2005年）による。


(21)　原田・前掲(20)175頁。


(22)　碓井・前掲(１)20頁。


(23)　原田・前掲(20)159頁。なお、地方自治法15条１項は、「普通地方公共団体の長は、法令に違反しない限りにおいて、その権限に属する事務に関し、規則を制定することができる」と定める。


(24)　原田・前掲(20)156頁。


(25)　秋田周『条例と規則〔現代地方自治全集⑥〕』161頁（ぎょうせい,1977年）。もっとも、以上は法律的な解釈に基づくものによるとし、運用としては、「議会と長の性質から見て、長の権限は、個別的、具体的な意思決定を主とし、地方公共団体の行政の一般的基準その他一般的、基本的規定は、原則として条例規定事項である」との見解をとる。


(26)　碓井・前掲(１)20頁。一方、行政実例には、「現在本県内の某市において、「○○市競争入札参加等の適正化に関する条例（案）」の制定の直接請求が行われており、当該条例案には競争入札の参加者の資格として「直接、国税及び地方税を二か年にわたり引き続き完納していること。但し、課税されていない場合はこの限りでない」とする旨の規定があるが、このような事項を条例で規定することができるか。できないとした場合、規則で規定すべきか」との問いに対し、「条例で規定することはできないが、規則で規定することは可能である」とした回答がある（「条例制定事項と規則制定事項の範囲に係る解釈について」（昭和57年１月７日付け、自治行第３号、青森県総務部長充、行政課長回答）。


(27)　碓井・前掲(１)20頁。
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